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開講科目名
Course

国際経済法研究（A）／International Economic Law（A）

時間割コード
Course Code

13390

開講所属
Course Offered by

法学研究科修士課程／

開始年度・学期
Start Year・Semester

2022年度／Academic Year　　前期

曜限
Day, Period

金／Fri　5

開講区分
semester offered

前期／.

単位数
Credits

2.0

学年
Year

1,2,3,4

主担当教員
Main Instructor

ウミリデノブ アリシェル

科目区分
Course Group

公法関係科目群　

教室
Classroom

６４Ｃ演習室

講義形式
Lecture Style

講義科目

担当教員名
Instructor
（担当教員所属名
Affiliation）

ウミリデノブ アリシェル（法学部）

授業の目標 　本講義の目的は、国際通商及び投資のルールの理論と実務について基本的な知識を与えることで
ある。また、本講義は、受講生が社会的・経済的要素を踏まえつつ、国際通商及び投資における近
時の重要な展開を理解するための手がかりを与えるものでもある。

授業の概要
　国際経済体制を代表する二つの経済的活動、すなわち、国際貿易と国際投資が本講義の主たる対
象である。本講義は、主として国際通商及び国際投資に関する規制を、グローバル・ガバナンスの
文脈において紹介する。講義の第一部では、国際通商に関し、代表的な機関である世界貿易機関
(WTO)につき、その歴史と発展、及び、主たる協定と紛争処理制度を説明する。また、WTO以外にも
、近時の環太平洋パートナーシップ(TPP)や日本の経済連携協定（EPA）等自由貿易協定を含め、国
際通商に関する制度をより広い範囲でカバーしていく。講義の第二部では、国際投資規制の根幹と
なる国際投資協定及び投資仲裁制度を主たる対象とする。とりわけ、これらの国際投資規制に関す
る条約上の枠組が先進国主導型で成り立っている点につき、近時これらの枠組に対しどのような修
正が途上国によって求められているのかという観点から、法的・政策的な議論を行っていく。最後
の第3部では、個別経済主体の規律を検討対象にし、個人や企業などの個別経済主体が受ける国際経
済法的規律を理解する。本講義の受講生は、これらの内容を通じて、国際経済法における様々な法
規則を歴史的・理論的に理解すると共に、その法規則を実務においていかに活用できるかという点
について考えることになる。

評価方法
期末試験により評価する。

教員の指導に従わない以外の事由
による失格基準

特になし。
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授業計画 【講義計画】
第１回　国内法と国際法の関係
第２回　国際法と国際経済法の関係

　国際貿易と国家間紛争解決
第３回　国際貿易の法的規律とWTO
第４回　WTO紛争解決手続
第５回　WTOの基本原則（最恵国待遇）
第６回　WTOの基本原則（内国民待遇）
第７回　WTOの基本原則の例外
第８回　WTOと貿易救済措置
第９回　WTO体制におけるサービス貿易と知的財産権保護
第１０回　WTO体制と途上国

　地域的経済統合
第１１回　地域的経済統合と自由貿易協定（日本のFTA政策）
第１２回　地域的経済統合と自由貿易協定（WTO体制とFTA）
第１３回　地域的経済統合と自由貿易協定（アジア太平洋地域経済統合とTPP）
第１４回　地域的経済統合と自由貿易協定（EU/USのFTA政策とCETA/TTIP）
第１５回　地域的経済統合と自由貿易協定（FTAと開発）

テキスト 中川淳司ほか『国際経済法［第3版］』 (有斐閣、2019年)

参考書 小林友彦ほか『WTO・FTA法入門：グローバル経済のルールを学ぶ[第2版]』（法律文化社、2020年）
柳赫秀　編『講義　国際経済法』（東信堂、2018年）
松下満雄・中川淳司・清水章雄（編）『ケースブックWTO法』（有斐閣、2009年）
経済産業省通商政策編　『2021年版不公正貿易報告書』

その他の資料は講義時に紹介する。
アクティブラーニング、ディスカ
ッション、実習等

含まない

アクティブラーニング、ディスカ
ッション、実習等の内容
実務経験のある担当教員による授
業

該当しない

担当教員の実務経験を活かした授
業の内容
質問への対応方法 　授業時間内、メールまたはオフィスアワー（犬山キャンパス研究室）において対応します。

フィードバックの方法 質問や課題に対して授業内にフィードバックを行う。

予習・復習等、準備学習の内容及
び時間

・毎週、テキストから60分予習と60分復習を課す。

使用言語 日本語

SDGs 17の目標（1～10）1.貧困をなくそう
10.人や国の不平等をなくそう
3.すべての人に健康と福祉を

SDGs 17の目標（11～17）12.つくる責任つかう責任
13.気候変動に具体的な対策を

PROGリテラシーの要素

PROGコンピテンシーの要素


